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事業内容
学校規模や通学区域の適正化を推進するうえでの課題について、より多面的な角度から検討が必要なた
め、枚方市学校規模等適正化審議会に諮問し、審議を経て答申を受ける。

根拠法令 枚方市附属機関条例

実施方法
■直営 □委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

類似事業

事業の必要性
学校規模と配置の適正化に係る課題等を解消するにあたっては、より多面的な角度からの検討が必要であ
ることから、審議会への諮問、運営は必要である。

事務事業名 学校規模等適正化審議会運営事務

事業開始年度 担当部署 管理部　学校規模調整課

目　　　的
（何のために）

学校規模等適正化を推進するうえで、新たに生じる課題の解消を図り、市立小中学校の教育環境の整備・
向上と学校教育の充実を図ることを目的に、審議会の運営事務を行う。

対　　　象
（誰・何を対象に）

市民
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総点検－様式2
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千円平成24年度
事業費の主な内訳

内　　　　　容 金　　　額

なし

その他

一般財源 29,337 0 0

府支出金

受益者負担
(使用料等)

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金

0

直接経費(B) 47

総事業費(A+B) 29,337 0 0

3.55

14.00

人件費計(A) 29,290 0

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

千円

千円

事業費の主な内訳
(人件費除く)
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成果目標
（目標とする成果）

市立小中学校の学校規模と通学区域の適正化にあたり、行政の判断だけでなく、より多面的な角度から検
討が必要であるので、審議会に諮問し、受けた答申を基に適正化の取組を推進していく。

比較参考値

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

審議会の開催回数 5 0 0

事務事業名 学校規模等適正化審議会運営事務

事業開始年度 1998(H10）年度 担当部署 管理部　学校規模調整課

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

平成23年度の事業費は審議会運営事務以外の事務を含めた経費となってお
り、委員の報酬は他の審議会と同じであり、事業費が高いことはない。今後も、
必要に応じて審議会を開催するとともに、審議会の運営に当たっては円滑かつ
適正な運営に努める。
現在、審議会を開催する予定はない。

特記事項
　平成23年度の事業費については、本審議会運営事務のほか、学校規模適正化に係る事務等の従事者数
を含めたものとなっており、このうち、審議会運営事務のみでの従事職員数は、０．５人分で、総事業費は約
４６０万円である。また、委員の報酬に係る経費については、他の審議会経費と変わらない。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

現状のまま継続 今後新たな課題について、検討する必要が生じれば審議会に諮問していく。

一次評価結果
（平成24年度）

他の審議会運営事務と比べ、事業費について高いことから事業費の精査が必要である。

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

小・中学校のより良い教育環境を整備し、学校教育の活性化を図ることを目的に、学校規模や通学区域の
適正化を推進するため、多くの自治体において、同種の審議会を設置しているが、人口や面積、市街化率
等の市政規模によって諮問内容に差違があるため、他自治体との比較は困難である。


